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「改革」（体制や制度の改革）が対外開放の環境を作り出し、「対外開放」が「改革」を
促すという相互作用（補完）関係を持つように思われる。従来の「自力更生」の政策のも
とで「重工業優先の政策」から「分権化」へ転換し、「市場原理と外資導入」をテコに
「農業と工業」の同時発展を図り、「産業構造の高度化」を目指す開放的（outward-
looking）政策に転換したのである。
中国の「対外経済開放政策」は、1978年を境に大きな転換を遂げ、従来の「自立更生」
というスローガンを収斂し、「対外開放政策」への軌道を修正した。
すなわち、積極的に外国の援助、借款、直接投資、先進技術を導入する政策へと大きな
一歩を踏み出したである1。
さらに、このような政策のもとで、中国の伝統的な貿易の概念をはるかに超えた。従来
一貫とした「輸入代替」あるいは「輸入最小化の政策」を慎重に追求してきた「閉鎖的
（inward-looking）政策」に代わって、「輸出の促進」や「外貨の獲得」ということばかり
ではなく、外国からの資本参加や先進技術の導入を通じて、いかに近代化あるいは工業
化・産業化へのテンポを加速化するかのことを中国政府が図った。
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中国の「改革・開放」政策下の
対外経済開放政策について
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1 改革・開放以前の経常収支勘定または資本収支勘定を見れば、僅かな華僑の送金や海外援助といった
移転収支勘定額はあったものの、経常収支を占める割合は圧倒的に貿易収支であった。海外からの資
金導入に頼ることはほとんどなかった。
Ⅰ．国際貿易の進展　
・中国の貿易政策の概観
1950年代には、アメリカをはじめとする西側諸国が対中国貿易を禁止しており、中国の
貿易相手国はソ連や東欧などの共産圏国家に限られていた。当時の貿易依存度（国民収入
に対する貿易総額の比率）は僅か12％に過ぎなかった。
1960年代に入ってから、ソ連との断交および文化大革命のような国内事情もあって、
「自立更生」という政府の基本政策のもとで貿易の増加率は抑えられ、貿易依存度が８%
まで落ち込んだ（図表１）。この時期の対外経済開放は貿易管理体制であり、計画体制の
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図表1 中国の対外貿易・貿易依存度の推移
注）1980年以前のデータは対外経済貿易部発表の統計であり、その後は税関発表の通関統計である。貿易依
存度は、対外貿易総額の時価国民所得総額に占める比率である。
資料）『中国統計年鑑』各年版より作成。
もとで外国貿易はすべて国家が独占し、外貨集中管理体制が行われた。
このような状況下で、貿易が大きく伸びたのは1970年代以降のことであった。
主な原因は1972年の日米両国との国交回復により、西側諸国からの大量のプラント導入
や工業投資の過熱による鉄鋼、機械類、工業原料の輸入が急増したためである。
その後第１次石油危機による世界的なインフレがあって、大量の資本財を輸入するため
には「外貨」を確保しなければならなかった。その状況下で中国政府はやむをえず石油の
輸出をはじめた。
このようにして、1978年の「改革・開放」以前においては、世界貿易に占める中国の比
率は1953年の1.5％から1977年の0.6％にまで低下し、世界輸出総額の順位も15位から30位
に転落した。「改革・開放」以降、経済体制改革の一環として貿易計画制度が次第に緩め、
地方政府や私的（貿易）企業に輸出権限と外貨保有権限が与えられるようになった。「改
革・開放」が行われた当初輸出入許可制度・貿易経営の請負制度が行われたが、1980年に
貿易企業の自主権が拡大し、1990年代に入ってから輸出補助金が撤廃され、貿易活動がよ
り一層自由に進化されるようになった。
・貿易の進展と産業構造の変化
図表１によれば、まず、貿易依存度から見れば、1980年代前半には貿易依存度は20％に
近付いた。さらに、1980年代後半に入ってから、特に国民生活需要の耐久消費財および工
業用の原材料や中間財、機械類を大量輸入したために貿易総額は一層増加し、貿易依存度
は20％台の後半にのっていた。それによって、「国内経済の発展」と「対外貿易」の結び
付きがより一層の緊密関係となり、貿易収支赤字が増大された。
貿易依存度が30％台になったのは1990年代に入ってからのことであった。1978年に
9.8％だった貿易依存度は1994年と1995年にはそれぞれ45.4％と48.8％へと急増していた。
ただ1996年はやや落ちたが、2003年まで依然として高いレベルになっていた。
また、輸出額は1980年の181億ドルから2003年の4382億ドルと、約24.2倍の伸びとなっ
ていた。輸入額も、1980年の200億ドルから2003年の4128億ドルへと、大幅な増加を見せ
た。
２つ目は、「貿易構造の変化」から見れば、「輸出商品構造の高度化」が目立っている。
つまり、1984年まで輸出は石油、繊維製品、食料品などの１次・農業・軽工業産品が中心
であり、輸出総額に占める比率は70％であったが、その後、1985年と1986年にはそれぞれ
50.6％と36.4％に低下した。主な理由として開放政策をとった初期には石油といった加工
度の低い商品が輸出の主要品目であった。しかし、その後工業化が進展するにつれ石油の
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国内需要が増大し、輸出量が減少し、1993年から石油の純輸入国になった。一方、工業製
品の輸出比率が上昇し、1996年には85.6％になった。輸出製品は主として繊維製品、電気
機械類であった。主な要因としては東アジア地域の分業体制再編成によるものであった。
３つ目は、貿易構造については、図表２によれば、1996年の貿易総額はアメリカ、香港、
日本の順位になっている。台湾の場合は、1993年以降顕著な増加額があったが、依然とし
て韓国と同じようにまだ低水準にとどまっている。首位の３大市場への輸出額の総輸出額
に占める割合は６割以上に達する。一方輸入も同じ傾向でこの３つの市場に約50％のシェ
アを占めている。
さらに、輸出商品の品質向上や海外での販売システムとサービスの確立や、貿易管理制
度を強化・改善し、関税制度2および輸出入許可などといった「行政管理」を強化するこ
とにも力を入れた。
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2 自動車産業の他に中国の関税名目保護率は他の途上国に比べて決して高くない。1990年代半ば頃の平
均関税率は25％位であった。その後WTOに加盟することによってさらに大幅に引き下げられた。実は
関税収入の財政収入に占める比率は４～５％にすぎないし、関税収入の輸入総額に対する比率は1994
年には僅か３％ほどにすぎなかった。
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図表2 中国の主要貿易国・地域別構成
（金額：10億ドル、比率：％）
注）①ヨーロッパはEU、ドイツ、オランダ、英国、イタリア、フランス、ロシアを指す。
②各国の上段は金額で、下段は比率である。
資料）『中国統計年鑑』各年版より作成。
Ⅱ．外資導入の多様化
中国が外資導入を積極的に行ったのは、「外貨不足」という根本的な理由を解決するた
めに不可欠な手段であったからである。中国の外資利用の方式ないし形態は多様化してい
るが、それらを大まかに分類すれば「対外借款」と「直接投資（FDI: foreign direct
investment）」（先進技術、経営ノウハウ等を含む）の受入れの２つがある。中国の直接
投資のパターンは、「外資企業」、「合弁企業」、「合作経営企業（技術提携の形で）」、「委託
加工」などがある。
・対外借款の拡大
図表３には、1979年から2003年にかけての外資導入状況が明らかにされている。対外借
款は1990年代に着実に増加しており、1979～2003年の累計額は、1471.6億ドル（実行ベー
ス金額）に達する。これは外資導入総額の21.7％を占める。
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図表3 中国の外資導入の推移
（金額：億ドル）
資料）『中国統計年鑑』各年版より作成。
「対外借款」は大別すると「国際金融機関」と「外国政府」からの借款と民間銀行から
の「商業借款」がある。「外国政府」からの借款において、日本が圧倒的な借款供与国で
あり、「国際金融機関」に対する借款では、「世界銀行」や「IMF」、第二世界銀行と言わ
れている「国際開発協会」、「アジア開発銀行」などが主たる供与先である。
実際には対外借款が単に外国からの「外貨貸出」の意味を持つだけでなく、国際資本市
場での資金調達への道にも広げていく可能性がある。例えば、1980年に日本政府とのあい
だで、資源開発を目的とした20億ドルの借款を決めたことをきっかけとして、ベルギー、
クウェートなど国の政府から借款を受け入れ始めたし，政府開発援助（ODA）を受ける
ことも可能となった。
その他に、例えば外国からの直接投資や、国際資本市場で債券・株式の発行による資金
調達を利用することができた。さらに、国内で外国人投資家に対する株式の発売、投資資
金を調達する方法の１つにもなる。それはいわゆる「Ｂ株」の取引である。一方、人民元
建てで「海外の金融市場」に上場されている中国企業の株式を取引するのは「Ｈ株」と呼
ばれている。「Ｈ株」は現在主に香港とニューヨーク両市場に上場されている。
・直接投資の導入と経済発展戦略
外国の直接投資に対する「誘致効果」は、「ソース・カントリー」ないし「国際経済」
の環境変化といった決定要因の他に、「ホスト・カントリーの政策調整」である例えば
「外国人投資優遇政策」も大きく影響しているのである。今まで工業化を成功した途上国
の多くが「輸出産業の育成」に直結する「規制緩和」、「税制優遇」等の政策を採用してき
た。
中国も例外ではなかった。1978年以降「改革・開放」の基本政策として、国内経済の改
革と積極的な対外経済交流を開始した。特に1990年代に入ってから香港、台湾（後述）、
日本の資本を中心に中国に入ってきた。これらの資本が中国の貿易依存度の拡大に大きく
貢献した。主な理由としては、中国政府の輸出促進政策に応じて、本来輸出指向的な台湾、
香港企業は工場を中国に移転したり、中国企業に生産を委託したりするにしても海外市場
への輸出に大きく依存している。その結果、1996年には外資企業の輸出額は輸出総額の約
40％に達したという。
台湾の場合は、アメリカの「日本バッシング」に続いて「アジアNIESバッシング」に
よって、1985年から1988年にかけて米ドルに対して台湾元が43.8％の為替レートを切り上
げた。また、台湾に対して1988年からの４年間で実効関税率は、本来の５～７％から先進
国並みの3.5％まで引き下げることを要求した。その他に、1980年代の後半に入って政治
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的民主化の進展と共に労使紛争による賃金上昇率は労働生産性の増加率を上回った。さら
に、環境保全法の制定などの諸要因もあった。台湾経済社会のこのような要素賦存の変化
によって、海外直接投資はブームに迎えられたのである。
以上のような状況下で中国政府は、経済発展条件に恵まれた地域が先に発展を遂げ、中
国経済を牽引していくという「先富論」に基づき、東部沿海地域において、主として外資
の導入による「経済特区」を建設する重点的な発展政策がとられた。こうした東部沿海地
域が急速な成長を遂げるなかで、中国経済の年平均成長率はおよそ10％になった。
図表３によると直接投資の「実行ベース金額」は1992年から着実に増加しており、さら
に、1996年は1992年の４倍、1991年の10倍にも急増している。
1979～2003年の累計額は4997.6億ドル（実行ベース金額）に達した。直接投資の外資導
入総額に占める割合は、73.6％であった。
実際に実行された直接投資金額は、統計上の直接投資金額よりもっと多いと見るべきで
ある。理由の１つとして、「台湾資本」と「香港資本」は中小企業中心の中国への投資が
多かったため、中国政府に投資申請する手続きをとらずに、個人ルートで直接に流入する
資本金額がかなり高くなっているのである。
・経済特区の建設
「改革・開放」における対外経済政策の大きな特徴は、「直接投資」による「経済特区」
の建設である。それは中国社会主義近代化にとって画期的なことであった。
では、なぜ「沿海経済特区」を建設する政策を打ち出したのかについて、以下いくつか
の点をまとめておきたい。
第１は、中国がアジアNIESの外資を獲得することを目指した。同時に、アジアNIESが
採用され、すでに成功した「輸出指向型工業発展戦略」は、中国の工業化戦略として１つ
のモデルであることを考えた。
第２は、「沿海経済特区」がASEANの華僑・華人の対中国投資を受け入れる窓口の機
能を持っている。
第３は、政治面で、いわゆる「台湾問題」である「祖国統一」の目標として、経済特区
の設置された地点が台湾に近いから、もし将来台湾が中国に復帰した場合、政治的、経済
的、社会的混乱を緩和させる役割を果たすことができるであろう。
第４は、外資導入による総合開発を狙っている。すなわち、中国の経済特区は他のアジ
ア諸国の輸出加工区に比べて面積、人口、進出企業の規模が格段に大きく、単なる加工、
輸出の機能を持つのみならず、新しい街づくりをも考えた。
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第５は、資本主義の実驗場としての役割を持つ。
例えば、深 は1986年に中国初めての証券取引所を成立し、「国有企業株式制度」の導
入が開始された。また、1990年には「土地使用権有償譲渡方式」（契約期限になっても使
用権が延長できる）が初めてこの特区で試みた。
経済特区の設置に関しては、1979年４月の党中央工作会議で 小平氏が提起した。翌
年の７月に広東、福建両省に対外経済の自主権が与えられ、「輸出特区」の設置が許可さ
れた。その後の動きは以下の通りである。
1980年：深 、珠海、汕頭、廈門が経済特区に指定された。
1983年：海南島（特別行政区）が準特区の扱いを受けることに指定された。
1984年：沿海14都市が開放都市に指定された。
1985年：珠江デルタ、 江デルタ、長江デルタが対外開放地域に指定された。
1988年：山東半島、遼東半島が対外開放地域に指定された。
以上のように「経済特区」が「点」から「線」さらに「面」へと経済活動を拡大してい
って、対外経済開放の拠点としての役割を果たした。
それら沿海の各省、市、自治区は、他地域に比べて財政・外貨管理、外資受入れ、投資
に大きな自主権が与えられる。また、対外開放促進の受け皿の整備として、インフラ整備
や都市環境整備を従来以上に投資を行った。
華南地区は海外華人とのネットワークが結ばれているため、華人資本を除く外資導入も
容易となり、沿海地域の海外市場へアクセスしやすいという地理的な利点を持っている。
ちなみに、華北・東北地域と内陸部では、大型国有企業が多く、長いあいだ低成長が続い
た。
こうした状況のもとで、1980年代の後半に入ってから、東西格差（沿海対内陸）だけで
はなく、南北格差（華南地域対華北また対東北地域）も目立つようになった。
・沿海地域発展戦略
1988年、政府の政策は、東部沿海地域で「輸出指向型」の工業化政策を進め、内陸地域
の農業余剰人口の工業部門への移動を目指した。
政策の内容は、アジア地域において日本、NIESを中心とした海外投資ブームという好
機をとらえ、安く良質な労働力を持つ中国沿海地域をその投資の受け皿とすることを狙っ
た。それによって、「輸出主導型開発戦略」を推進し、高度成長の実現を目指した。
それはいわゆる「両頭在外」（原料市場と販売市場を国際市場に求める）また「大進大
出」（大量輸入と大量輸出の好循環）である。
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具体的には、沿海部の「労働集約型軽工業」を主要産業として発展させ、その産品の輸
出を通じて外貨を獲得することを意図した。さらに、獲得した外貨によって、原材料、中
間財、技術などが購入されるような政策を採用した。
1992年に 小平の「南巡講話」（南方視察談話）のもとで、これからの中国の経済体制
は「社会主義市場経済」であることを提起した。その後、外国資本の対中投資ブームは、
量より質への転換を一層加速化した。図表３によれば、1994年の直接投資の実行金額は
1992年の３倍にも増大した。
こうした政策によって、基礎産業やインフラへの資本投入を高め、内陸地域の国際市場
参入を一層進めることができ、沿海地域と内陸地域のあいだの不均衡が縮小された。すな
わち、もとの「先富論」ではなく「共富論」の実現が謳われることになった。
・中国と台湾の経済交流の展開
1980年代半ば以降、正式の中台経済交流の前に、台湾の対中国非合法的な投資や、両方
の漁船による密貿易などの経済交流活動はすでに行われていた。一体、中・台の経済交流
活動はどのような状況下ではじまったのか。どのようにして進展してきたのか。どのよう
な変化あるいは特徴があったのか。両岸の経済発展にとってどのような意味を持つのかな
どの点について考察しよう。
1978年12月中国共産党第11期三中全会が開催されて以降、経済面において、「改革・開
放」の基本政策のもとで、すでに見てきたように国内経済の改革と積極的な対外経済交流
が始まった。
一方、政治面において1979年に米中国交が発効してから、中国の対台湾政策が本来の
「武力解放」から「平和統一」路線へと変更された。中国政府は例えば「三通四流」（通郵、
通航、通商と学術、文化、体育、科学技術の交流）、「一国両制」（台湾に対して返還後の
香港と同じような体制で運営する）などの政策のもとで、中国を統一するスローガンが
次々と提議された。
その後さらに、中台交流を一層高めるために本来中国政府主導的に運営している「海峡
交流基金会」は、1992年に民間レベルの「財団法人海峡両岸関係協会」に組織変更された。
実際には、例えば密貿易の共同取締りや、密入国者、ハイジャック、犯罪者の逮捕と引渡
しなどの問題がこの民間レベルのカウンターパートを通じて取り決められるようになって
いた。
経済面においては台湾資本の積極的な投資を呼びかけるために、様々な優遇措置政策が
打ち出された。
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1983年４月中国政府は、最初に台湾企業に対して「台湾同胞到経済特区投資的特別優恵
辨法」というような投資優遇条例を発布した。その後、沿海経済開放都市を設定し、様々
な投資優遇政策が強化されたにもかかわらず、当時台湾当局は中国への間接投資も間接貿
易も認めていなかったため、台湾の対中国投資は闇のルートで行われ、かつ投資額が少な
かった。
1980年代後半に入って、台湾の貿易収支黒字基調などの原因で、前述したように1985年
から1988年にかけて台湾元が43.8％に為替レートを切り上げた。そのために、台湾の海外
直接投資はASEANを中心に活発な投資活動が行なわれた。一方、対中国の投資は依然と
して厳しく制限された。
その後、台湾政府の対中国政策が徐々に緩和されつつあった。まず、1987年11月台湾当
局が大陸肉親への訪問を解禁した。翌年、国民党第13回全国代表大会で「現段階の大陸政
策」議案を採決したため、香港等第３国を経由して貿易ができるようになった。
さらに、1990年10月に台湾経済部（日本の通産省に相当）は「対大陸地区間接投資およ
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1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989
1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999（1-8月）
1.70 0.35 1.05 1.70 0.35 1.05
0.88 0.44 0.68 0.88 0.44 0.68
0.63 0.44 0.55 0.80 0.44 0.64
1.40 0.58 1.06 1.40 0.58 1.06
3.21 0.58 2.17 3.21 0.58 2.17
2.04 0.60 1.49 2.04 0.60 1.49
2.28 0.83 1.71 2.28 0.83 1.71
3.70 0.96 2.47 3.70 0.96 2.47
4.38 1.12 2.94 5.03 1.12 3.31
4.88 1.40 3.32 6.54 1.40 4.23
6.10 1.79 4.16 9.84 1.79 6.20
7.72 1.55 4.83 12.95 1.55 7.60
8.93 1.43 5.36 16.47 1.43 9.32
9.15 1.51 5.50 17.22 2.18 10.02
8.85 1.52 5.32 17.40 2.98 10.46
8.38 1.56 5.20 17.87 3.02 10.95
7.96 1.52 4.85 18.39 3.42 11.15
7.56 1.58 4.65 17.94 3.93 11.13
6.73 1.48 4.24 17.59 4.01 11.15
年
輸出 輸入 合計 輸出 輸入 合計
香港経由の貿易 大陸委員会の推計値
図表4 台湾の対中国貿易依存度の推移（1981-98年）
（単位：％）
注）1988年に両岸貿易を開放した前、香港の税関統計資料によるものであり、その後、香港の統計と台湾
行政院大陸委員会の統計と大きく異なる。
資料）行政院大陸委員会『両岸経済統計月報　1999.9』より作成。
び技術合作管理弁法」を公布、実施し、初めて公式的に対中国の間接的な投資を許可した。
従来、対中国の投資が全面禁止から法規制による管理のパターンに転換した。すなわち、
1990年代に入ってから台湾の海外直接投資活動は、徐々に中国市場へシフトさせるような
動きが見えてきた。しかし、その後、特に1996年３月台湾の総統選挙などの政治的な理由
で、台湾海峡海域に中国軍の実弾射撃、ミサイル実弾射撃などの演習を行い、台湾を威嚇
した。
そのため、その年の対中投資件数の対前年比は49％にも減った。その他の要因として、
例えば対中貿易依存度は危険ライン（10％）をはるかに越えていたこと（図表４参照）、
台湾企業に対する投資優遇措置を取消したこと、さらに、無形の出費（紅包＝賄賂）を含
む投資コストが高くなったなどの原因があった。
・台湾の中国への投資と貿易関係
1990年に台湾当局によって、台湾企業の対中投資が解禁されたから、台湾と言語、習慣
を共通する福建省や広東省の華南への投資が他の省・地域に比べて件数も金額も多かっ
た。しかし、1992年に 小平の「南方講談」を契機として中国の改革・開放政策が全面
化したため、今まで低くなりつつあり、より大きな市場を擁する上海、蘇州、浙江省等の
華東を中心として全国に分散する傾向を示している。他の原因としては、例えば中国のよ
うに巨大な消費市場の魅力に加え、本来日米欧の電気機器メーカーからの受託生産をして
いる台湾企業にとっては、上海周辺に進出している日米欧メーカーとの取引を中国企業に
奪われないため、この地域に進出し、その重要性を認識しているのである。
また、台湾の日系企業は対中国投資においては、台湾企業と協力関係を結んで業務を中
国市場にシフトしているケースも少なくない。そのため、近年台湾政府は日本企業からの
技術導入を奨励・支援する説明会の開催に力を入れた。つまり、このような台湾企業は日
本企業の中国市場への進出に協力する反面、日本企業から台湾企業への技術移転にも寄与
できるような相互補完関係を持っている。ちなみに、2000年の台湾企業の対中投資におけ
る上海、蘇州省は、全体の48％を占めて４年ぶりに広東省を抜いた3。
その他に、例えば図表５によると1979～97年６月の外国の対中国投資額（契約金額）の
累計を見ると、台湾企業は香港・マカオ、アメリカの次に第３位になった。ただし、一件
当り資本額の平均規模を見ると労働集約型産業を中心とする中小企業が多かったため、他
国に比べて少なかった（図表５参照）。しかし、1995年以降、投資規模には拡大の傾向が
中国の「改革・開放」政策下の対外経済開放政策について
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3 近年台湾IT産業の対中国投資に関して、一層詳しくは関［2005］を参照されたい。
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1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989
1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999（1-8月）
384.2 75.2 459.2 309
194.5 84 278.5 110.5
157.8 89.9 247.7 67.9
425.5 127.8 553.3 297.7
986.8 115.9 1,102.7 870.9
811.3 144.2 955.5 667.1
1,226.5 288.9 1,515.4 937.6
2,242.2 478.7 2,720.9 1,763.5
2,896.5 586.9 3,483.4 2,309.6
3,278.3 765.4 4,043.7 2,512.9
4,667.2 1,125.9 5,793.1 3,541.3
6,287.9 1,119.0 7,406.9 5,168.9
7,585.4 1,103.6 8,689.0 6,481.8
8,517.2 1,858.7 10,375.9 6,658.5
9,882.8 3,091.4 12,974.3 6,791.4
9,717.6 3,059.8 12,777.4 6,657.8
9,715.1 3,915.4 13,630.5 5,799.7
9,364.1 4,110.5 13,474.6 5,250.9
5,256.0 2,832.5 8,088.5 2,423.5
年 輸　　出 輸　　入 合　　計 貿易収支
図表6 台湾の対中国貿易の推移（1981-99年8月）
（単位：100万ドル）
注）輸入は香港の税関統計資料で、輸出は台湾の税関統計資料である
（ただし、1993年まで香港の統計による）。
資料）行政院大陸委員会『両岸経済統計月報　1999.9』より作成。
香 港
台 湾
米 国
日 本
シンガポール
韓 国
英 国
ド イ ツ
そ の 他
合 計
172,447 2,787.74 53.71 162
36,345 358.52 6.91 99
22,242 368.65 7.10 165
15,659 275.93 5.32 176
7,036 261.08 5.03 371
8,876 118.78 2.29 134
1,944 124.84 2.41 642
1.585 56.44 1.09 356
26,962 837.52 16.14 311
293,097 5,189.50 100.00 177
国、地域 件数
契約金額
（億ドル）
比率
（％）
平均規模
（万ドル）
図表5 中国の外資導入国・地域別の統計（1979-97年6月）
資料）（財）交流協会『大陸への投資拡大による両岸経済関係への影響と今後の課題』
p107，1998年3月より作成。
見られる。本来の投資特徴とする第３国向け生産を行う中小企業から、国内市場を目的と
した商品の生産を行う大企業にシフトしてきた。そのなかで特に企業グループの対中国大
型プロジェクト投資が積極的に進出したため、既述したように1996年の対中投資件数の対
前年比は49％も減少したものの、総投資額は逆に12％増となった。
以上のような状況の中で、台湾企業の対中投資が活発に行われ、中台貿易も急速に拡大、
変化しつつある。台湾の対中国輸出が増大した結果、台湾の貿易パターンが変わってしま
った（図表６参照）。すなわち、従来台湾の基本的な貿易パターンとする日→台→米の流
れから、日→台→中→米の流れに変化した。
さらに、産業構造変化の視角から見ると近年台湾の対中国輸出項目のなかに機械設備、
中間財などが大半を占めているため、台湾自身の部品自給力が高まっており、日本への依
存度が相対的に低下しつつある。海峡両岸は最初に商品貿易の段階から生産資源要素の移
転段階に移行したことになる。さらに、日台間の国際分業体制における近年台湾からの情
報関連財部品をはじめとする機械機器などの日本への輸出量を増加しているため、すでに
動態的水平分業あるいは産業内垂直分業の方向に進展しているのである4。
台湾の労働集約型産業の中国への移転により、中台間の補完的な経済関係が形成され、
台湾の産業高度化の実現、産業全体の競争力を維持することができた。そのうえ、台湾企
業の中国での現地生産の拡大と第３国を経由しての対米間接輸出に伴って、台湾とアメリ
カの貿易摩擦を緩和、沈静化させた。
以上、中台経済交流の経緯を見てきて、これからより一層の安定かつ活発な交流関係を
実現するために、良好な相互信頼関係を築かなければならない。
Ⅲ．むすびにかえて
外資導入の急増によって、中国経済の成長が促されたことは疑いがない。しかし、それ
ぞれの外資について必ずしも「経済的」、「社会的」に効果的な結果が出るとは限らない。
例えば、地域的な産業の格差や所得の格差、地方政府間歳入の格差などがある。このよう
な問題点について簡単に見てみよう。
第１は、実は地域間格差の問題云々ばかりのみならず、同じ経済特区の中での問題も少
なくない。
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4 日本の対アジア直接投資のシェアは、特に1990年代に入ってから高まったものの、1997年のアジア金
融危機以降大幅に減少した。こうしたなかで、日本とアジアとの貿易関係は、かつてのような「垂直
貿易型」から「水平貿易型」に変化してきた。経済企画庁編『平成12年版経済白書』、水橋［1993］
「台湾における貿易構造の変化」渡辺編参照。
例えば、５つの経済特区の中でリーダーのポジションとなる「深 経済特区」の場合、
経済特区戦略が見事に成功したが、高賃金に引かれた特区外から労働者の流入が、1989年
だけで150万人以上がいたと言われている。その中の大部分は不法流入労働者であった。
結局、経済特区の農民のほとんどは郷鎮企業、外資系企業で勤めているため、農業や雑
業などを不法流入労働者逹に任せた。こうしたことから、地域内の所得格差がもたらされ
た。
第２は、経済特区は、地域内での雇用を創出したにもかかわらず、国土が広い中国にと
って、他地域に対して工業化の展開を誘発するいわば、「産業の前方・後方連関効果」が
必ずしも生じたと言い難い。
第３は、従来は「地方財政一括税制」によって税制が行われたため、中央政府からの歳
入よりも直接に企業からの税収を得る地方政府歳入のほうが高くなっている。1990年代中
ばの税制改革は税制を中央と地方にはっきりと分けて、中央政府が税収およびその管理権
限を強化している。しかし、地方自治権の拡大の中で、沿海地域の「地方財政余剰」を中
央に還元させることにより、中央財政の資源配分および所得再分配機能を強化させること
が必ずしも生じない。
また、いわゆる「諸侯経済」5が存在しているために、統一市場があまり形成されていな
い問題もある。
第４は、外資急増が中国のインフレ圧力になっていることである。
そのために、1994年から一連の「外資利用管理法」および「外資導入規制」を強化する
政策が採られた。しかし、それらの政策の導入がやもえないと言いながら、気まぐれに政
策を変更させることになれば、外資企業はそれに対応仕切れなくなる。
以上の分析の通り、「沿海地域発展戦略」に対する評価はまだ尚早と言えるかもしれな
いが、しかし、「沿海地域経済特区」が目覚ましい発展を遂げてきたことは看過できない。
経済発展のためにもっとも重要な資本蓄積のメカニズムに対して、既に（新潟経営大学
紀要第11号で）述べたような「農村」および「郷鎮企業」の貢献のみならず、「外国資本」
の役割も重視しなければならない。しかし、日本の経済発展の経験を照らしてみると、中
国の長期的経済開発・発展は、むしろ「国内市場」と「輸入代替」に重点を置くべきであ
る。このような「内発的発展」パターンを実現しなければ、持続的な「外発的発展」はあ
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5 「諸侯経済」とは封建時代の地方の独立的な権力者「諸侯」を連想させることから名付けられた用語
である。すなわち、省や県のレベルの政府が自らの域内における商品の販売、購入を優先させ、他地
域の商品の流入また他地域への原材料などの流出を権力的に阻止することである。
りえないのである。
1978年に中国は「改革・開放」経済体制に移行してきて以来、常に企業にとっては対応
できない気まぐれな経済政策の変更、いわば「朝令暮改」の政策手段で外資導入規制政策
や税制の改正などが行われたのである。結局、それらを改善しない限り中国自身の経済は
勿論、世界経済にも大きな影響を及ぼすし、さらに中国市場に進出している外国企業もダ
メージを受けるはずである。
長期的に国民経済の発展に対処するために、外国資本の流入を拡大することのみならず、
同時に、例えば（様々な）原材料市場、財市場、金融市場、労働市場など（政治、社会を
含む）の「諸制度の法整備」と「改革」が用意されなければならない。それらについての
研究は次の機会に譲りたい。
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